
平成 24 年度関西広域応援訓練の実施結果について

「関西防災・減災プラン」に基づく初めての関西広域応援訓練（図上訓練）を次のとおり
実施しました。
訓練で得た成果については、関西広域応援・受援実施要綱への反映や今後の災害対応等に
活かしていきます。

１ 訓練目的
(1)「関西広域応援・受援実施要綱」(本訓練を踏まえて３月策定予定)に定める広域連合、
構成団体、連携県の応援・受援に係る活動の内容や手順の確認と課題の抽出

(2) 広域連合、構成団体、連携県及び防災関係機関が一堂に会し、相互の連携強化や災害
対応能力の向上を図ること

２ 訓練内容
(1) 想定
東海・東南海・南海地震の発生による揺れと津波により、和歌山、徳島県、三重県に
甚大な被害が発生し、カウンターパート方式による応援・受援を実施
被 災 県 応 援 府 県 市
和歌山県 大阪府、大阪市、堺市、奈良県

徳 島 県 兵庫県、神戸市、鳥取県

三 重 県 京都府、京都市、福井県、滋賀県
被災県以外の府県市も被害を受けるが、被災県への応援も可能と想定

(2) 訓練方法
各フェーズの冒頭に、その時点で分かっている状況(被害情報・各機関の対応等)を集
約し一括付与し、付与された状況に基づき、訓練参加者が「関西広域応援・受援要綱」
の規定を踏まえ、応援・受援するにあたり、関係機関・団体と連絡調整を行い、必要な
オペレーションを展開

(3) 訓練日時・場所
平成25年２月13日（水） 12：00～17：00
グリーンアリーナ神戸（総合運動公園体育館）

【訓練風景】

〔連合長あいさつ〕 〔訓練の様子(広域連合災害対策本部会議)〕
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〔訓練の様子(遠景)〕 〔訓練の様子(徳島県災害対策本部)〕

３ 参加機関（46機関 約400名）

関西広域連合構成団体、福井県、三重県、奈良県、鳥取県、消防庁、全国知事会、九州

地方知事会、自衛隊、警察、消防、海上保安庁、日本赤十字社、近畿運輸局、近畿地方整

備局、関西電力、大阪ガス、ＮＴＴ、ﾄﾗｯｸ協会、建設業協会、神戸旅客船協会 等

４ 検証
関西広域防災計画策定委員会委員等が検証を行い、その検証結果を「関西広域応援・受
援実施要綱」に反映させる。

ア 外部検証員
① 消防庁消防大学校教授 戸谷 彰宏

② 兵庫県立大学准教授 木村 玲欧

③ 人と防災未来センター主任研究員 石川 永子

イ 内部検証員 各府県より１名

ウ 検証会議

３月７日に訓練参加機関による検証会議を行い、関西広域応援・受援実施要綱(案)

の実効性の確認と次年度の訓練の在り方等について検討

５ 外部検証員による講評（主なもの）

（評価できる点）

・ 先遣隊の派遣や広域連合災害対策本部会議を開催し、スムーズにカウンターパートが

決定できた。

・ カウンターパートの応援・受援がうまく機能しており、特に、応援府県市が被災県と

の応援調整のために被災県庁内に設置した現地支援本部については、表を作るなどして

うまく進行管理ができていた。

（改善を要する点）

・ 被災県とそれを支援する現地支援本部との連携が重要

・ 情報は自ら取りに行き、自ら発信していくことが必要であり、情報を収集、整理、判

断、発信する能力、つまり情報処理力を、訓練を通じて伸ばしてほしい。

・ 限られた情報を基に対策の優先順位をつけ、先を見越した災害対応を行うことが重要

・ 実際の災害対応では職員が交代をしていくが、各構成団体等の対応状況をその都度ホ

ワイトボードに整理していくこと等により、職員がしっかり引き継いでいくことが重要


